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資　　料
フランスの在宅入院制度（HAD）からみた
わが国の地域包括ケアシステムにおける訪問看護師の役割と課題
A role and problem of the visiting nurse in the local inclusion care system
of Japan viewing from a French at-home hospitalization system(HAD)．
西岡ひとみ
Nishioka Hitomi
　キーワード：在宅入院制度（HAD），地域包括ケアシステム，在宅看護，訪問看護師の役割
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要　　旨
　地域包括ケアシステムの構築には , 地域で生活を営むための生活視点を踏まえた医療への転換や医療・看護・
介護・福祉の連携を含めた地域づくりが重要であると考える．フランスの在宅入院制度（HAD）では，多職
種がチームとして連携し在宅医療（ケア）の推進に取り組み，地域で生活する療養者の生活を支え，適切な在
宅医療（ケア）を提供している．フランスの医療制度は，日本の医療制度と類似する面が多い．2025 年に地
域包括ケアシステムの実働を目指し，都道府県単位によるシステム構築が急速に進められている．厚生労働省
内閣官房：地域医療構想の策定（2015）によると , およそ 26万床の療養病床を在宅医療へ移行することが挙
げられている．また，日本看護協会の平成 28年度重点政策・重点事業（和田 , 2016）の 4つの主軸において，
先ず「地域包括ケアシステムの構築と推進」を挙げ，その内容として①看護がつなぐ地域包括ケアの推進，②
在宅・施設等の長期療養者を支える看護の機能強化を明確にしている．フランスの医療制度，文化，国民性等
が違うためフランスの在宅入院制度（HAD）における訪問看護師の役割と業務をそのまま，わが国の在宅看
護における訪問看護師の役割として適用することは不可能であるが，訪問看護師の重層的な構造化が必要であ
り，それぞれの階層ごとに訪問看護師の役割と業務を明確にする必要がある．また，それぞれの階層に応じた
訪問看護師に求められる能力を明確にする必要があると考える．
　地域で生活する療養者の生活の質を維持し向上するためには , 看護職間で情報共有や看護ケアに関しシーム
レスに看護が提供できる仕組み作りが必要であり，看看連携システムの構築が重要であると考える．また，地
域包括ケアシステムにおいて仕組みづくりと医療・看護・介護・福祉に携わる多職種との人づくりを含めた地
域づくりを担う役割が訪問看護師に求められていると考える．
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Ⅰ．はじめに
2025 年に地域包括ケアシステムの実働を目指し，都
道府県単位によるシステム構築が急速に進められてい
る．厚生労働省内閣官房 : 地域医療構想の策定（2015）
によると，およそ 26万床の療養病床を在宅医療へ移行
することが挙げられている．遠藤（2015）は，地域医
療構想とは，地域ごとに医療ニーズの変化に応じて病床
機能を再編する医療機関の自主的な取り組みであり，都
道府県が主体となる病院再編であると述べている．療養
病床数の削減は，在宅医療の推進が重要課題であり，地
域包括ケアシステムとは，高齢者の尊厳の保持と自立生
活の支援の目的のもとで，可能な限り住み慣れた地域で
生活を継続することが出来るような包括的な支援・サー
ビス提供体制のことである．日常生活圏域を単位として
おり概ね 30分以内に必要なサービスが提供されること
を目指している（臺ら, 2015）．また，厚生労働省（2012a）
の「高齢期における社会保障に関する意識調査」では，
在宅死の希望者が 4割と報告されており，2030 年の推
定死亡者数は 40万人の増加が見込まれ，死に場所の確
保も課題となっている．
2015 年，介護保険制度の改定があり，改正の主軸と
して訪問看護における医療ニーズを伴う中重症度要介
護者への看護が期待される内容となっていることから
も，地域包括ケアシステムにおける在宅看護の担い手で
ある訪問看護師には，より一層，医療依存度の高い療養
者への看護や在宅での看取りの看護の需要が高まると考
える．日本看護協会の平成 28年度重点政策・重点事業
（和田 , 2016）の 4つの主軸において，先ず「地域包括
ケアシステムの構築と推進」を挙げ，その内容として①
看護がつなぐ地域包括ケアの推進，②在宅・施設等の長
期療養者を支える看護の機能強化を明確にしている．こ
の様な背景から地域包括ケアシステムにおける在宅看護
の担い手である訪問看護師の果たす役割は大きいと考え
る．
地域包括ケアシステムの構築には，地域で生活を営
むための生活視点を踏まえた医療への転換や医療・看護・
介護・福祉の連携を含めた地域づくりが重要であると考
える．フランスの在宅入院制度（HAD）では，多職種が
チームとして連携し在宅医療（ケア）の推進に取り組み，
地域で生活する療養者の生活を支え，適切な在宅医療（ケ
ア）を提供している．フランスの医療制度は，日本の医
療制度と類似する面が多い．また，フランスの在宅入院
制度（HAD）では，チーム医療（ケア）推進において，
1984 年に看護師固有の役割が政令に明記され，看護師
の役割拡大が行われ，看護業務が整理された．このこと
により，看護師の自律性を承認する改革が行われた．
わが国の地域包括ケアシステム実働に向けて在宅看
護のあり方や在宅看護の担い手である訪問看護師の役割
と業務に関し示唆を得るものと思われるため，私見を述
べる．
Ⅱ．フランスにおける医療保障の歴史的変遷
　　と在宅入院制度（HAD）
フランスは，社会保険方式の医療保険制度を基本と
し，強制加入の基礎制度が基本となっている．全体の構
造は，基礎医療保険（公的医療保険）制度と補足医療（補
足的医療保険）制度からなっている．フランスの社会保
障制度は，1945 年 10 月にオルドナンスによって創設
され，職位別に分立した構造となった．ラロック・プラ
ンでは , すべての国民を対象とした社会保障制度を創設
し , 保険料を主たる財源として , 労使の自治的な運営よ
り単一の組織において管理するという原則が揚げられて
いた．
しかし，職位別に分立した制度の構造は，産業構造
の変化と労働人口の職種間移動により影響を受け，職域
に基づく強制加入の保障から抜け落ちた者に対する医療
保障のあり方が常に課題となってきた．1945 年から存
在した一般制度への任意加入保険は 1967 年に適応対象
が拡大され，1978 年には，任意加入保険に加えて個別
加入保険を創設し，任意加入の条件が緩和された．
1893 年には，保険料負担が困難な低所得者には医療
扶助が対応してきた．
1999 年には，CMU（基礎 CMU：基礎医療保険制度
に加入していないことが要件，補足 CMU：所得が限度
額以下の場合にのみ加入可能））が創設され，いずれの
基礎制度にも加入していない者は，フランス国内での 3
ケ月以上の安定的かつ合法的な住居を条件に一般制度に
加入することになり，課題であった一般制度の中に加入
させることで適応対象者の一般化が実現した．このこと
により，個人保険および医療扶助は廃止となった．
1990 年代以降は，医療の質や効率性の向上をめざし，
医療行為の適正化に対する施策が行われてきた．2004
年には，保険者組織改革やかかりつけ医制度（中長期的
に患者の受診行動と医療従事者の診療行為の適正化を図
るために，患者による医師の渡り歩きを防止することで
不必要な医療費を削減しようとすることが目的）の導入
等，広範囲な内容を有する医療保険改革（ドゥスト＝ブ
ラジ改革）が行われた．
フランスの在宅入院制度（HAD）は，1970 年 12 月
31 日，病院法によって導入された．松田（2009）は，
このような歴史的変遷の中で在宅入院制度（HAD）は，
医療費の増加に対する改革として入院医療の機能分化と
在宅医療の充実に向けて，状況に応じ入院と在宅を柔軟
に使うことのできる仕組みが必要となり，入院医療と在
宅医療を柔軟に提供する体制を構築するための制度であ
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ると述べている．
先進 7 ヶ国（G7）諸国における総医療費（対 GDP
比）と高齢化率の状況（厚生労働省 ,2012b）では，フ
ランスの総医療費（対 GDP 比）は 11.6％に対し，わが
国は 10.3％である．わが国の高齢化率は , 経済協力開
発機構（OECD）34 ヶ国内の順位は第 1位の 24.1％で
あり , フランスの高齢化率は , 第 11 位の 17.3％である．
2010 年のフランスの 65歳以上人口の割合は 16.8％で
あり，わが国は 22.7％である（データブック国際労働
比較 ,2012）．2050 年には , フランスの 65 歳以上人口
の割合は 24.9％を予測し，わが国は 35.6％を予測して
いる（データブック国際労働比較 ,2012）．また ,2012
年のフランスの平均在院日数は 9.1％に対し，わが国は
31.2％であり , 急性期の平均在院日数においては , フラ
ンスが 5.1％に対し，わが国は 17.5％である（厚生労働
省：医療保障制度に関する国際関係資料，2012）．
このような状況から , フランスの在宅入院制度（HAD）
は , わが国の地域包括ケアシステムにおける在宅医療の
推進と入院医療における在院日数短縮の体制構築におい
て , 地域連携のあり方に対する意識を喚起する一助にな
ると考える .
Ⅲ．フランスの在宅入院制度（HAD）の概要
フランスの在宅入院制度（HAD）の定義は，2000 年
5 月 30 日の雇用連帯省の通達によると，「患者・家族
の同意のもと，病院勤務医および開業医により処方さ
れる患者の居宅における入院である．あらかじめ限定さ
れた期間に（ただし，患者の状態にあわせて更新可能），
医師およびコメディカル職のコーディネーターにより，
継続性を要する治療を居宅で提供されるサービス」であ
るとしている．その他，「医療ニーズの高い患者の退院
前後に，在宅入院機関が中心となり，病院スタッフや個
人開業者と連携して在宅生活に軟着陸させるシステム」
（篠田 , 2008）．また，「在宅の患者に対し，入院してい
るのと同様に医療を提供する制度であり，これによって
入院期間を短縮し，又は入院せずに医療を受けられるよ
うにすることをめざしているシステム」（江口 , 2011）
としている．
江口（2011）によれば，在宅入院は，患者又は家族
の同意の下に，1日から 20 日の間で，期間を限り行わ
れ更新が可能であると述べている。在宅入院を受けるた
めには，患者が在宅入院の実施が可能な地域に居住して
おり，かつ，その住居が在宅入院の実施に必要な条件を
満たしていなければならない．在宅入院の決定の可否は，
治療計画に基づいて在宅入院サービスのコーディネー
ター医師が決定する．申請は，かかりつけ医または，入
院している病院の医師がおこなう．可否の決定には，治
療計画だけではなく，患者の状態に応じて誰がどのよう
な世話を行うかということも考慮される．
類型として，次の3つがある．①期間を限った医療（安
定期にない疾病について，化学療法や抗生物質療法のよ
うな技術かつ技術的かつ複合的な治療を予め期間を限っ
て行う医療）．②在宅リハビリテーション医療（神経科，
心臓病，整形外科などの疾病について，急性期を脱した
場合に行うリハビリテーション医療）．③終末期医療（人
生の末期に関するものであり，生を全うできるように付
き添い，世話をし，又は，癌，心疾患，肺結核などで安
定的にない疾病について継続的な治療を行う医療）．医
療費の自己負担は，医療保険制度が 80％負担し，20％
は患者が自己負担する（但し，長期高額疾病の場合は医
療保険制度が 100％負担するため患者の自己負担はな
い）．
このような背景から，かかりつけ医制度の導入を含
む在宅医療が推進された．フランスにおけるかかりつけ
医制度の給付の特徴として，患者はかかりつけ医の指示
に従って医療機関を受診しなければならない．かかりつ
け医の指示に従わず，又は，かかりつけ医を通さずに他
の医師にかかった場合には，医療保険の給付率が下がる．
医療保険制度が 30％負担し，70％は患者が自己負担す
る（但し，例外はある）．かかりつけ医制度の利用を促
進するにあたり，患者がかかりつけ医制度を利用しない
場合の “ペナルティ ”を課している．
Ⅳ．フランスの在宅入院制度（HAD）における
　　看護師の業務内容とわが国の訪問看護師
フランスの看護師は，「開業看護師」，「管理看護師」，
「訪問看護師」の 3つに分類されている（篠田 , 2008）．
フランスの開業看護師は，在宅ケアの調整役を担い，
医師の処方に基づいて医療行為を行うだけでなく，助言，
指導，多職種，他機関との調整などを行い，フランスに
おける看護師の 15％が開業看護師である．
フランスの管理看護師は，病院・在宅・開業者との
三つ巴の連携が求められることからマネジメントのでき
る管理看護師の配置が義務づけられている．患者，家族，
医師，コメディカルの調整役である．ソーシャルワーカー
とともに居宅を訪問し，アセスメントを実施する．医療
ニーズだけでなく，心理・社会面を含む包括的なアセス
メンを 24時間～ 7日以内で行う．医師の処方に基づい
てケアプランを作成し，患者，家族の同意が得られた
サービスの調整を行う．フランスにおける専門看護師の
3分の 1が管理看護師である．わが国における介護支援
専門員に相当する役割と業務に類似性があるが，わが国
の介護支援専門員は 21職種（医師・看護師・歯科衛生士・
鍼灸師等）が取得できる資格であるため，医療行為は業
務内容になく，居宅サービス計画書の作成が主たる業務
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内容である．また，介護・福祉・保健医療の調整役も役
割の一つである．
フランスには，わが国の介護支援専門員に相当する
資格がなく，医療行為を含め，わが国の介護支援専門員
の役割と業務をフランスの管理看護師が担っている．地
域で生活し療養生活を送っている療養者と家族の「生活
の場」をプロデュースすることが，フランスの訪問看護
師に求められている．
地域包括ケアシステムにおける在宅看護の担い手で
あるわが国の訪問看護師には，フランスの管理看護師の
役割であるマネジメント力が必要である．役割と業務内
容を含め，これからのわが国の訪問看護師に必要な能力
の一つであり，わが国の訪問看護実践力の育成に活用が
可能である．
フランスの訪問看護師は，在宅支援にあたる．フラ
ンスの訪問看護は，「開業看護師の訪問看護」，「看護，
在宅看護サービス事業所の看護師による訪問看護」，「在
宅入院機関が提供する高度医療サービスに特化した短期
間の訪問看護」の 3つに分類され，重層的な構造になっ
ているのが特徴である．
フランスの開業看護師による訪問看護の資格要件は ,
臨床経験 3年以上とされている（篠田 , 2008）．新卒訪
問看護師育成に関する筆者の先行研究では，訪問看護師
に必要な臨床経験として 3年以上と回答した訪問看護
師が多く，フランスの開業看護師の要件でもある「臨床
経験 3年」がキーワードとして抽出された．
フランスの開業看護師の担う役割を参考に，わが国の
訪問看護師に必要な訪問看護実践力育成における 3年
間の経験に必要な能力を明らかにするために活用が可能
である．また，フランスの開業看護師は，自宅を事業所
として開業し，開業医と並んでプライマリーケアの担い
手である。点滴や注射など医療行為も単独で実施できる
（篠田 , 2008）．医療行為が単独で実施できることに関
しては，わが国において 2015 年 10 月に施行された「特
定行為にかかわる看護師の研修制度」による医師または，
歯科医師の判断を待たずに，手順書により看護師が一定
の診療の補助行為を行うための行為として 38 行為 21
区分の特定行為および特定行為区分（習田 , 2015）に
相当すると思われる．
フランスの開業看護師が行う点滴や注射などの医療
行為は法の違いもあり，必ずしもわが国の特定行為区分
と合致するもではないが，病院と違い医師が常駐してい
る環境ではないため，わが国の訪問看護師による特定行
為が実施されることは，自宅に居ながら病院と同等の医
療が提供されることになり，かつ生活者としての療養者
を支える視点での適切な時期に適切な看護が提供される
ことになると考える．
訪問看護師が特定行為を実施できることは，異常の
早期発見と早期の医療的処置を可能にする．更に，特定
行為にかかわる研修を受講した訪問看護師を人的資源と
して地域やエリアで活用することも地域の在宅看護の質
向上に繫がると考える．このような活用について地域
でシステム作りをすることが安全・安心に自宅で療養す
るための環境整備であると言える．フランスの在宅看護
サービス事業所の看護師による訪問看護は，フランスの
訪問看護師がヘルパー等の介護職とペアを組んで，主に
要介護高齢者に医師の処方に基づいて看護サービスを提
供する．これは，わが国の訪問看護および訪問介護と類
似している．
わが国の訪問看護は，身体看護と生活介護から医療
依存度の高い，医療管理を必要とする療養者の訪問看護
へとシフトしてきている．世界に類を見ない未曾有の高
齢社会を迎えたわが国では，地域包括ケアシステムにお
いて，医療依存度の高い，医療管理を必要とする高齢
療養者の訪問看護の需要が高くなることが予測されてい
る．今後，わが国の訪問看護師の役割と業務において，
フランスの重層的な構造は訪問看護師の育成や看護の質
向上へ活用が可能である．例えば，フランスの在宅看護
サービス事業所の看護師による訪問看護は，わが国にお
いては新人（新卒）～ 2年目の初心者看護師の役割と
業務に活用が可能であり，フランスの開業看護師による
訪問看護は，わが国の訪問看護経験 3年目以降の中堅
看護師に活用が可能である．フランスの管理看護師の役
割と業務は，わが国の訪問看護師 5年目以降の看護管
理者に活用が可能である．
フランスにおいては，在宅入院機関が提供する急性
期の高度医療サービスに特化した短期間の訪問看護サー
ビスが提供され，病状が安定したのち，地域の開業看護
師と在宅看護サービス事業所の看護師に引き継がれる．
フランスでは，仕組みがシステム化され、連携に関する
業務を看護師が担い，看護師間の連携体制が整っている．
このような仕組みはわが国には見当たらない．また，看
看連携システムもわが国には存在しない．このようなシ
ステムから，わが国の地域包括ケアシステムにおける在
宅看護の担い手である訪問看護師と病院看護師との業務
連携システムの構築や整備に重要な示唆を得ることがで
きると考える．
地域やエリアごとにフランスの急性期における高度
医療に特化した訪問看護がおこなえるようにわが国の訪
問看護師を配置することにより，早期の退院も可能にな
る．急性期病院からの看護師出向システム構築等もその
一つであると考える．
わが国の訪問看護師が急性期病院に出向し最新の知
識と技術を習得し，また病院看護師が訪問看護ステー
ションに出向するような看護師循環型の連携体制の構築
も地域包括ケアシステムにおける在宅看護の質を向上さ
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せる上では重要であると考える．このような体制構築や
整備は，在院日数の短縮促進や在宅医療の推進の一助に
なると考える．
Ⅴ．示唆と課題
わが国の地域包括ケアシステムにおける在宅看護の
あり方および訪問看護師の役割と課題は，訪問看護師の
重層的な構造化が必要であり， それぞれの階層ごとに看
護師の役割と業務を明確にする必要がある．また，訪問
看護師に必要とされる臨床経験 3年間の「経験」につ
いて明確にする必要がある．
重層的な構造化には，新人（新卒）看護師から熟練
看護師までの階層ごとの看護業務を明確にし，それぞれ
の階層に応じた看護師に求められる能力を明確にする必
要があると考える．また，地域で生活する療養者の生活
の質を維持し向上するために，看護師は入院（病院・施
設）や在宅という治療の場や生活の場の違いを理解した
上で，看護職間で情報共有や看護ケアに関しシームレス
に看護が提供できる仕組みづくりが必要であり，看看連
携システムの構築が課題であると考える．
わが国の地域包括ケアシステムにおいて仕組みづく
りと同等に，医療・看護・介護・福祉に携わる多職種と
の人づくりも必要であり，仕組みと人をつなぎ地域づく
りを担う役割が訪問看護師に求められていると考える．
Ⅵ．まとめ
フランスの医療制度，文化，国民性等が違うためフ
ランスの在宅入院制度（HAD）と在宅ケアマネジメン
トをそのまま，わが国の在宅看護における訪問看護師の
役割として適用することは不可能であるが，医療依存度
の高い患者が安心・安全に在宅療養生活を営むための多
くの示唆に富んでいる．わが国の地域包括ケアシステム
における在宅看護のあり方についてケアマネジメントを
含め，訪問看護師の役割と業務を明確にし，地域で生活
する療養者と家族を支え，看護が提供できる地域づくり
が喫緊の課題であると考える．
訪問看護に関わる様々な諸制度の検証を含め，訪問
看護が制定されてから今日迄の歴史を検証することも
体制および地域づくりをする上で重要ことであると考え
る．訪問看護の歴史を検証することで，「変わらないこ
と」，「変わるべきこと」が明確になり，2025 年に実働
をめざしている地域包括ケアシステムにおける在宅看護
のあり方や在宅看護の担い手である訪問看護師の役割と
業務が明確となり，地域で生活する療養者と家族へ質の
高い看護が提供されると考える．
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